契　約　書
　　　　　　　　　　　　　　　（以下「契約者」という。）と香川医療生活協同組合（以下「事業者」という。）は、契約者が訪問看護ステーションほがらか（以下「事業所」という。）において、事業者から提供される指定訪問看護又は指定介護予防訪問看護事業（以下「サービス」という）を受け、それに対する利用料金を支払うことについて、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結します。
第一章 総則
第1条 （契約の目的）

1 事業者は、介護保険法令の趣旨に従い、契約者がその居宅において、その有する能力に応じ、可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう、その療養生活を支援し、心身の機能の維持回復を目的として訪問看護サービスを提供します。

2 事業者が契約者に対して実施する訪問看護サービス内容、利用日、利用時間、契約期間、費用等の事項（以下「訪問看護計画」という。）は、以下のとおりとします。

第2条 （契約期間）

　本契約の有効期間は、契約締結の日から契約者の要介護認定の有効期間満了日までとします。

　但し、契約期間満了の７日前までに契約者から文書による契約終了の申し入れがない場合に
は、本契約は更に同じ条件で更新されるものとし、以後も同様とします。

第3条 （訪問看護計画の決定・変更）

1 事業者は、契約者に係る居宅サービス計画（ケアプラン）が作成されている場合には、それに沿って契約者の訪問看護計画を作成するものとします。

2 事業者は、契約者に係る居宅サービス計画が作成されていない場合でも、主治医の指示、契約者の日常生活の状況及び希望沿って訪問看護計画の作成を行います。その場合に、事業者は、契約者に対して、居宅介護支援事業者を紹介する等居宅サービス計画作成のために必要な支援を行うものとします。

3 事業者は、訪問看護計画について、契約者及びその家族等に対して説明し、同意を得た上で決定するものとします。

4 事業者は、契約者に係る居宅サービス計画が変更された場合、もしくは契約者及びその家族等の要請に応じて、訪問看護計画について変更の必要があるかどうかを調査し、その結果、訪問看護計画の変更の必要があると認められた場合には、契約者及びその家族等と協議して、訪問看護計画を変更するものとします。

5 事業者は、訪問看護計画を変更した場合には、契約者に対して書面を交付し、その内容を確認するものとします。

第4条 （サービスの内容）

　事業者は、介護保険給付対象サービスとして、契約者の居宅に訪問看護員を派遣し、サービスを提供するものとします。

第5条 （訪問看護員の交替等）

1 本契約において「訪問看護員」とは、訪問看護サービス事業に従事し、看護及び療養上必要な事項について相談助言等を行う専門職員をいうものとします。

2 本契約において「サービス従事者」とは保健師、看護師、理学療法士、作業療法士等、事業者が訪問看護サービスを提供するために使用する者をいうものとします。

3 契約者は、選任された訪問看護員の交替を希望する場合には、当該訪問看護員が業務上不適当と認められる事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して訪問看護員の交替を申し出ることができます。

4 事業者は、訪問看護員の交替により、契約者及びその家族等に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮するものとします。

第6条 （サービスの実施）

1 契約者は第４条で定められたサービス以外の業務を事業者に依頼することはできません。

2訪問看護サービスの実施に関する指示・命令はすべて事業者が行います。但し、事業者は訪問
看護サービスの実施にあたって主治医による指示を文書で受けるものとします。

3 契約者は、訪問看護サービス実施のために必要な備品等（水道・ガス・電気を含む）を無償で提供し、訪問看護員が事業所に連絡する場合の電話等の使用を承諾するものとします。

第二章 サービスの利用と料金の支払い

第7条 （サービス利用料金の支払い）

1 事業者は、契約者が支払うべき介護保険給付サービスに要した費用について、契約者が介護サービス費として市町村から給付を受ける額（以下、介護保険給付額という。）の限度において、契約者に代わって市町村から支払いを受けます。

2 契約者は、第４条に定めるサービスについて、重要事項説明書に定める所定の料金体系に基づいたサービス利用料金から介護保険給付額を差し引いた差額分（自己負担分：通常はサービス利用料金の１割）を事業者に支払うものとします。

  但し、契約者がいまだ要支援認定を受けていない場合及び居宅サービス計画が作成されていない場合には、サービス利用料金をいったん支払うものとします。（要介護認定後又は居宅サービス計画作成後、自己負担分を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。）

3 契約者は、通常のサービス提供実施地域以外の地域の居宅におけるサービスの提供を受ける場合には、交通費実費相当額を事業者に支払うものとします。

4 前3項に定めるサービス利用料金を支払うものとします。

第8条 （利用の中止、変更、追加）

1 契約者は、利用期日前において、訪問看護サービスの利用を中止又は変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合にはサービスの実施日の前日までに事業者に申し出るものとします。

2 事業者は、第1項に基づく契約者からのサービス利用の変更・追加の申し出に対して、訪問看護員の稼働状況により契約者の希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者に提示して協議するものとします。

第9条 （サービス内容の変更）

事業者は、サービス利用当日、契約者の体調等の理由で予定されていたサービスの実施ができない場合には、サービス内容の変更をすることができるものとします。

第10条 （利用料金の変更）

1 第7条第１項に定めるサービス利用料金について、介護給付費体系の変更があった場合、事業者は当該サービスの利用料金を変更することができるものとします。

2 契約者は、前項の変更に同意することができない場合には本契約を解約することができます。

第三章 事業者の義務

第11条 （事業者及びサービス従事者の義務）

1 事業者及びサービス従事者は、サービスの提供にあたって契約者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮するものとします。

2 事業者は、サービス実施日において、訪問看護員により契約者の体調・健康状態からみて必要な場合には、契約者又はその家族等からの聴取・確認の上で訪問看護サービスを実施するものとします。

3 事業者は、契約者に対する訪問看護サービスの実施について訪問看護報告書を作成し、主治医との綿密な連携に努めるものとします。

4 事業者は、看護師等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行うとともに、事業
所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めるものとする。また、事業所において感
染症が発生し、又はまん延しないように、必要な措置を講ずるものとする。
5 事業者は、感染症や非常災害の発生時において、指定訪問看護等の提供を継続的に実施する
　ための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい
う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるものとする。

第12条 （守秘義務等）

1 事業者、サービス従事者又は従業員は、訪問看護サービスを提供する上で知り得た契約者及びその家族等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。この守秘義務は、本契約の終了した後も継続します。

2 前項にかかわらず、契約者に係る他の居宅介護支援事業者等との連携を図るなど正当な理由がある場合には、その情報が用いられる者の事前の同意を文書により得た上で、契約者又はその家族等の個人情報を用いることができるものとします。

第13条 （訪問看護員の禁止行為）

訪問看護員は、契約者に対する訪問看護サービスの提供にあたって、次の各号に該当する行為を行いません。

1　契約者もしくはその家族等からの金銭又は高価な物品の授受

2　契約者の家族等に対する訪問看護サービスの提供

3　飲酒及び契約者もしくはその家族等の同意なしに行う喫煙

4　契約者もしくはその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動

5　その他契約者もしくはその家族等に行う迷惑行為
第１４条（虐待防止のための措置に関する事項）
1　事業所は、利用者の人権擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講ずるものと
　　します。

（1）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について看護師等に周知徹底を図ります。
（2）虐待防止のための指針を整備します。
（3）看護師等などに対し、虐待防止のための定期的な研修を実施します。
（4）前3号に掲げる措置を適切に実施するための担当者（所長　神内美智子）を設置します。
2　事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町に通報します。
3　事業所は、サービス提供中に、サービス従業者への虐待（暴言、罵声、暴力等）を受けたと思わ
れる報告を受けた場合は、ケアマネジャー及び当該担当各所に報告し対応を検討します。
第四章 損害賠償（事業者の義務違反）
第１５条（損害賠償責任）

1 事業者は、本契約に基づくサービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき事由により契約者に生じた損害について賠償する責任を負います。第13条に定める守秘義務に違反した場合も同様とします。

　但し、契約者に故意又は過失が認められる場合には、契約者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、損害賠償額を減じることができるものとします。

2 事業者は、前項の損害賠償責任を速やかに履行するものとします。

第１６条（損害賠償がなされない場合）

事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわけ以下
の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。

1　契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について故意にこれを告げず
又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合

2　契約者が、サービスの実施のため必要な事項に関する聴取・確認に対して故意にこれを告げ
ず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合

3　契約者の急激な体調の変化等、事業者が実施したサービスを原因としない事由にもっぱら
起因して損害が発生した場合

4　契約者が、事業者及びサービス従事者の指示・依頼に反して行った行為にもっぱら起因して
損害が発生した場合
第１７条（事業者の責任によらない事由によるサービスの実施不能）

  事業者は、本契約の有効期間中、地震・噴火等の天災その他自己の責に帰すべからざる事由
によりサービスの実施ができなくなった場合には、契約者に対して既に実施したサービスを
除いて、所定のサービス利用料金の支払いを請求することはできないものとします。

第五章 契約の終了
第１８条（契約の終了事由、契約終了に伴う援助）
1 契約者は、以下の各号に基づく契約の終了がない限り、本契約に定めるところに従い事業者が提供するサービスを利用することができるものとします。

  1）契約者が死亡した場合

  2）契約者の心身の状況が自立と判定された場合  

  3）事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した場合

  4）事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合

  5）第18条から第20条に基づき本契約が解約又は解除された場合

2 事業者は、前項第一号を除く各号により本契約が終了する場合には、契約者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、必要な援助を行うよう努めるものとします。
第１９条（契約者からの中途解約）

1 契約者は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができます。この場合には、契約者は契約終了を希望する日の7日前までに事業者に通知するものとします。

2 契約者は、以下の事項に該当する場合には、本契約を即時に解約することができます。

  1）第10条第2項により本契約を解約する場合

  2）契約者が入院した場合　　

3） 契約者に係る居宅サービス計画（ケアプラン）が変更された場合

第２０条（契約者からの契約解除）

　契約者は、事業者もしくはサービス従事者が以下の事項に該当する行為を行った場合には、
本契約を解除することができます。

1　事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める訪問看護サービスを実施
しない場合

2　事業者もしくはサービス従事者が第12条に定める守秘義務に違反した場合

3　事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により契約者もしくはその家族等の身体・財
産・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合

  　

第２１条（事業者からの契約解除）

　事業者は、契約者が以下の事項に該当する場合には本契約を解除することができます。

1　契約者が契約締結時に、その心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げ
ず、又は不実の告知などを行い、その結果、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた
場合

2　契約者による第7条第1項から第3項に定めるサービス利用料金の支払いが３か月以上遅延
し、相当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合

3　契約者が、故意又は重大な過失により事業者もしくはサービス従業者へのハラスメント行為
（生命・身体・財産・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為等）を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合

第２２条（精算）

第17条第1項第二号から第五号により本契約が終了した場合において、契約者が、すでに実
施されたサービスに対する利用料金支払義務その他事業者に対する義務を負担しているとき
は、契約終了日から１週間以内に精算するものとします。

第六章 その他

第２３条（苦情処理）

事業者は、その提供したサービスに関する契約者等からの苦情に対して、苦情を受け付ける
窓口を設置して適切に対応するものとします。

第２４条（協議事項）

本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は介護保険法その他
諸法令の定めるところに従い、契約者と誠意をもって協議するものとします。

重 要 事 項 説 明 書
訪問看護ステーションほがらか（以下「事業所」という。）は、利用者に対して、指定訪問看護・指定介護予防訪問看護事業（以下「サービス」という。）を提供します。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたい重要事項をご説明します。
訪問看護ステーションほがらかの概要

（1）提供できるサービスの種類と地域
	事　業　所　名
	訪問看護ステーションほがらか

	所　在　地
	香川県善通寺市上吉田町6-8-9

	介護保険事業所番号
	３７６０４９００２３

	サービスの種類
	訪問看護（緊急時訪問看護体制、特別管理体制）

	サービス提供地域
	善通寺市


（2）職員の体制

	管理者
	風折　はるみ（看護師）

	職　　　員
	訪問看護師：概ね4名

（管理者と兼務1名、常勤専従概ね2名、非常勤専従
概ね1名）

作業療法士：概ね1名（非常勤専従概ね１名）
理学療法士：概ね2名（非常勤専従概ね２名


（3）営業日および営業時間

	営　業　日
	毎週月～金曜日
(土・日・祝祭日、12月30日～1月3日は休業日です)

	営業時間
	8時30分～17時


（電話等により24時間連絡可能な体制をとっています）
訪問看護の内容

医師の指示と居宅介護計画に基づき訪問看護サービスを行ないます。
	· 病状・障害のチェック

· 清拭・洗髪等による清潔の保持

· 食事及び排泄等日常生活の世話

· 褥創の予防・処置
· リハビリテーション
	· ターミナルケア
· 認知症患者の看護
· 療養生活や介護方法の指導
· カテーテル等の管理
· その他医師の指示による医療処置


*数名の看護師により交代で訪問させていただきます。
利用料金
◆介護保険◆
介護保険からの給付サービスを利用する場合は、厚生労働大臣が定める介護報酬の
利用料負担が必要です。基本料金の自己負担は下記の通りです。

【 利用料 】
《要介護》

	利用料の種類
	利用料
	内容

	20分未満
	314円
	夜間(午後６時～午後10時)

早朝(午前６時～午前８時）の場合、左記料金の25％を加算

深夜(午後10時～午前６時)の場合。左記料金の50％を加算

	30分未満
	471円
	

	30分以上１時間未満
	823円
	

	１時間以上1時間30分未満
	1,128円
	

	理学療法士・作業療法士又は言語聴覚士による

訪問看護
	20分未満
	294円
	

	
	40分
	588円
	


《要支援》

	利用料の種類
	利用料
	内容

	20分未満
	303円
	夜間(午後６時～午後10時)

早朝(午前６時～午前８時）の場合、左記料金の25％を加算

深夜(午後10時～午前６時)の場合。左記料金の50％を加算

	30分未満
	451円
	

	30分以上１時間未満
	794円
	

	１時間以上1時間30分未満
	1,090円
	

	理学療法士・作業療法士
または言語聴覚士による

訪問看護
	20分未満
	284円
	

	
	40分
	568円
	


【　加　算　】
（単位）

	項　　目
	サービス内容
	自己負担額

	
	
	１割
	／

	緊急時訪問加算Ⅰ
	24時間連絡体制にあって、必要に応じて緊急時に訪問した場合
	574
	１月あたり

	訪問看護特別管理加算Ⅰ
	・在宅悪性腫瘍若しくは在宅気管切開患者指導管理を受けている

・気管カニューレ若しくは留置カテーテルを使用している

上記利用者に計画的な管理を行った場合
	500
	

	訪問看護特別管理加算Ⅱ
	・自己腹膜還流、血液透析、酸素療法、中心静脈栄養法、経管栄養法、自己導尿、持続陽圧呼吸療法、自己疼痛管理、肺高血圧患者指導管理を受けている

・人工肛門又は人工膀胱を設置している

・真皮を超える褥創

・点滴注射を週３日以上行う必要がある

上記利用者に企画的な管理を行った場合
	250
	

	訪問看護初回加算Ⅰ
	退院した日に新たにサービスを受ける場合
※ただし、過去２ヶ月間、当事業所からのサービスを受けていない場合
	350
	

	訪問看護初回加算Ⅱ


	退院した日の翌日以降に新たにサービスを受ける場合

※ただし、過去２ヶ月間、当事業所からのサービスを受けていない場合
	300
	

	訪問看護退院時共同指導加算
	退院するに当たり、主治医その他職員と共同し、在宅での療養上必要な指導を行い、内容を文書により提供した場合

※ただし、特別な管理（上記特別管理加算参照）を必要とする場合は２回／月
	600
	１回あたり

	看護体制強化加算
	厚生労働大臣が定める基準に適合している場合
	Ⅰ
	550
	

	
	
	Ⅱ
	200
	

	サービス提供体制強化加算
	厚生労働大臣が定める基準に適合している場合
	Ⅰ
	6
	

	
	
	Ⅱ
	3
	

	複数名訪問看護加算Ⅰ
	複数の看護師等がサービスを行った場合
	30分未満
	254
	

	
	
	30分以上
	402
	

	複数名訪問看護加算Ⅱ
	看護師等と看護補助者がサービスを行った場合
	30分未満
	201
	

	
	
	30分以上
	317
	

	訪問看護ターミナルケア加算
	亡くなった日を含め14日以内に２日以上ターミナルケアを行った場合
	2,500
	死亡月

	中山間地域等居住者サービス提供加算
	サービス提供地域以外に居住されている場合の加算
	所定単位数の5％
	1回あたり


＊　准看護師の場合はこの9割です。夜間、早朝や緊急時等には別途料金が必要です。

＊　医師の特別指示書の出た期間については医療保険の扱いとなります。

（利用料金について詳しくは、管理者等にお問い合わせ下さい）

· 交通費については、通常の事業実施地域にお住まいの方は基本的に無料です。

（それ以外の地域の方は、訪問時における交通費の実費を徴収できることになって

います）
◆医療保険◆
診療報酬の一部負担金分がかかります。

（健康保険・後期高齢者医療保険など該当保険の自己負担割合分）
【 基本利用料 】
	《月の初日》

	負担割合
	基本療養費

（5,550円）
	＋
	管理療養費

（7，440円）
	＝
	自己負担額

	１割
	　560円
	＋
	　740円
	＝
	1,300円

	２割
	1,110円
	＋
	1,480円
	＝
	2,600円

	３割
	1,670円
	＋
	2,220円
	＝
	3,900円

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	《月の２日目以降１日につき》

	負担割合※１
	基本療養費

（5,550円／6,550円）
	＋
	管理療養費

（3,000円）
	＝
	自己負担額

	週３日目

まで
	１割
	　560円
	＋
	300円
	＝
	　860円

	
	２割
	1,110円
	＋
	600円
	＝
	1,710円

	
	３割
	1,670円
	＋
	890円
	＝
	2,560円

	週４日目

以降
	１割
	　660円
	＋
	300円
	＝
	　960円

	
	２割
	1,310円
	＋
	600円
	＝
	1,910円

	
	３割
	1,970円
	＋
	890円
	＝
	2,860円


※１：医療保険による訪問は原則１回／日・３回／週までです。ただし、厚生労働大臣が定める疾病等、また急性憎悪等により特別訪問看護指示書が交付された利用者の場合、複数回・週４日以上の訪問が可能です。
【 加  算  】

	項　　目
	サービス内容
	自己負担額（円）

	
	
	１割
	２割
	３割

	難病等複数回訪問加算
	厚生労働大臣が定める疾病等、急性憎悪等により特別訪問看護指示書が交付された利用者の場合に算定
	２回／日
	450
	900
	1,350

	
	
	３回以上／日
	800
	1,600
	2,400

	緊急訪問看護加算
	利用者やその家族等の緊急の求めに応じて、その主治医の指示に基づき、緊急に計画外の訪問看護を行った場合に、１日につき１回限り算定
	月14日目まで
	265
	530
	795

	
	
	月15日目以降
	200
	400
	600

	長時間訪問看護

加算
	厚生労働大臣が定める長時間の訪問を要する者に対し、１回の訪問看護の時間が90分を超えた場合に、週１日（15歳未満の超重症児又は準超重症児の場合にあっては週３日）を限度として算定
	520
	1,040
	1,560

	乳幼児加算
	６歳未満の乳幼児に対して訪問看護を行った場合に、１日につき算定
	150
	300
	450

	複数名訪問看護

加算
	利用者又はその家族の同意を得て、同時に複数の看護師等が訪問看護を行った場合に算定
	看護師・ＰＴ等（１回／週）
	450
	900
	1,350

	
	
	准看護師

（１回／週）
	380
	760
	1,140

	
	
	看護補助者

（３回／週）
	300
	600
	900

	夜間・早朝訪問

看護加算
	午前６時～午前８時・午後６時～午後10時までの時間帯に訪問看護を行った場合に算定
	210
	420
	630

	深夜訪問看護加算
	午後10時～午前６時までの時間帯に訪問看護を行った場合に算定
	420
	840
	1,260

	24時間対応体制

加算
	常時対応できる体制にあり、利用者の同意を得た場合に、月１回に限り算定
	652
	1,280
	1,920

	特別管理加算
	特別な管理を必要とする利用者に対して訪問看護実施に関する計画的な管理を行った場合に、利用者の状態に応じ月１回に限り算定
	・在宅悪性腫瘍若しくは在宅気管切開患者指導管理を受けている

・気管カニューレ若しくは留置カテーテルを使用している
	500
	1,000
	1,500

	
	
	・自己腹膜灌流、血液透析、酸素療法、中心静脈栄養法、経管栄養法、自己導尿、人工呼吸、持続陽圧呼吸療法、自己疼痛管理、肺高血圧疾患者指導管理を受けている

・人工肛門又は人工膀胱を設置している

・真皮を超える褥創

・訪問点滴注射管理指導料を算定している
	250
	500
	750

	退院時共同指導

加算
	在宅での療養上必要な指導を病院と共同で行い、その内容を文書により提供した場合に、初日の訪問看護の実施時に１回に限り算定
	800
	1,600
	2,400

	特別管理指導加算
	特別管理加算を算定する状態にある方に、病院と共同指導を行った場合に算定
	200
	400
	600

	退院支援指導加算
	退院日に在宅での療養上必要な指導を行った場合に、退院日の翌日以降初日の訪問看護の実施日に１回に限り算定
	600
	1,200
	1,800

	在宅患者連携指導加算
	利用者又はその家族の同意を得て、保険医療機関と情報の共有を行うとともに、共有された情報を踏まえて療養上必要な指導を行った場合に月１回に限り算定
	300
	600
	900

	在宅患者緊急時等

カンファレンス

加算
	状態の急変や診療方針の変更等に伴い、開催されたカンファレンスに参加して、共同で利用者や家族に対し療養上必要な指導を行った場合に月２回に限り算定
	200
	400
	600

	情報提供療養費
	利用者の同意を得て、市町村・保健所等に対して、当該市町村からの求めに応じ、訪問看護の状況を文書にて、保健福祉サービスに必要な情報を提供した場合に、月１回に限り算定
	150
	300
	450

	ターミナルケア

療養費
	在宅での終末期の看護の提供を行った場合、また、主治医の指示により、利用者の死亡前14日以内に２回以上訪問看護を行い、かつ、訪問看護におけるターミナルケアの支援体制について、利用者及びその家族等に対して説明したうえでターミナルケアを行った場合に算定
	2,500
	5,000
	7,500

	訪問看護医療DX
情報活用加算
	指定訪問看護ステーション等において、居宅同意取得型のオンライン資格確認等システムを通じて利用者の診療情報を取得し、当該情報を活用して質の高い医療を提供することに係る評価を算定。
	5
	10
	15

	訪問看護ベース
アップ評価料
	看護師の処遇改善加算、月1回に限り算定。
	78
	156
	234


· 交通費については、通常の事業実施地域にお住まいの方は基本的に無料です。

（それ以外の地域の方は、訪問時における交通費の実費を徴収できることになっています）
利用方法

利用を希望する本人（家族）からの申込をうけ、契約を締結したのちサービスの提供を開始します。訪問時間は交通事情等により前後する場合がありますのでご了承下さい。また、下記の場合はサービスを終了します。

1　ご利用者（家族）の都合で終了する場合

終了を希望する1週間前までに文書でお申し出下さい。

2　当事業所の都合で終了する場合

契約書第21条の3に基づく事項、及びやむを得ない事情により終了させていただく場合が
ございます。契約書第21条の3に基づく事項の場合、担当各部署に報告し即座に終了いた
します。他の場合は終了1ケ月前までに文書で通知いたします。

3　自動終了

利用者がお亡くなりになった場合、または介護保険施設入所した場合。
4　その他

利用者やご家族の方などが当事業所や当事業所の従事者に対して本契約を継続しがたいほ
どの背信行為などを行った場合等は、文書を通知することにより即座にサービスを終了さ
せていただく場合がございます。
緊急時等の対応方法

　 訪問中に利用者の病状に急変、その他緊急事態が発生したときは、必要に応じて臨時応急の手当を行なうとともに、速やかに主治医に連絡し、適切な処置を行ない主治医にも報告します。大規模災害時において状況によっては上記のとおりの迅速な対応ができないことも生じると考えられます。災害の規模によっては対応困難な場合があることをご了承下さい。移動上の安全や職員の安否が確認されたうえで出来る限り早めの再開を心がけます。
秘密の保持

　 訪問看護の中で知りえた利用者やご家族の秘密は正当な理由なく他にもらしません。

　 なお、業務上必要な場合は、あらかじめ同意を得るものとします。
サービス内容に対する苦情

　 ご相談・苦情については遠慮せず管理者（風折　はるみ）または従事者にお伝え下さい。迅
　速に対応させて頂きます。また、市町の相談・苦情窓口等にも苦情を伝えることができます。
	苦情相談窓口
	電話番号

	訪問看護ステーションほがらか（担当：風折）
	0877-56-5566

	善通寺市高齢者課
	0877-63-6331

	香川県国民健康保険団体連合会
	087－822－7435


事故発生時の対応
1  当事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに市町
村、利用者の家族、居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を行います。また、事故の原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じます。

2　当事業所は、サービスの提供に伴って、事業所の責めに帰すべき事由により賠償すべき事故
が発生した場合には、速やかに損害賠償を行います。
個人情報の保護

1　当事業所は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が
策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライン」
を遵守し適切な取扱いに努めます。
2　当事業所は、事業所が得た利用者の個人情報については、事業所での介護サービスの提供以
外の目的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については必要に応じて利用
者又はその代理人の了解を得るものとします。
虐待防止
1 事業所は、利用者の人権擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講ずるも
のとします。
（1）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について看護師等に周知徹底を図ります。
(2) 虐待防止のための指針を整備します。
（3）看護師等などに対し、虐待防止のための定期的な研修を実施します。
（4）前3号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置します。
2　事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町に通報します。
3　事業所は、サービス提供中に、サービス従業者への虐待（暴言、罵声、暴力等）を受けたと
思われる報告を受けた場合は、ケアマネジャー及び当該担当各所に報告し対応を検討します。
その他
1　当ステーションは看護学生等の臨地実習の受入機関になっています。訪問時に職員に学生が
同行させていただくことがありますが、ご理解をお願いいたします。
2　説明書および契約書の定めのない事項については、介護保険法令その他、諸法令の定めるところを尊重し、双方が誠意をもって協議の上定めます。また、問題が生じた場合には、事業者は利用者（契約者）と誠意をもって協議するものとします。

病状・病名によっては医療保険でご利用いただける場合がありますのでご相談ください。
個人情報使用同意書
　以下に定める条件のとおり、香川医療生活協同組合　訪問看護ステーションほがらか　が、私および家族の個人情報を下記の利用目的の範囲で使用することに同意します。
1 利用期間
訪問看護サービス提供に必要な期間および契約期間に準じます。
  2  利用目的
1）訪問看護サービス計画等を作成するため
2）サービス事業者間の連携とサービス担当者会議での情報提供、サービス担当者に対する照　会(依頼)のため

3）医療機関、社会福祉法人、居宅介護支援事業所、介護サービス事業者、行政機関、その他必要に応じた地域団体等との連絡調整のため

4）主治医等の意見を求める必要のある場合
5）事業所内のカンファレンス(症例検討)のため
6）介護認定審査会、地域包括支援センターへの情報提供
7）その他サービス提供で必要な場合
8）緊急を要する時の連絡等の場合
9）在宅において行われる学校等の実習への協力
10）上記各号に関わらず、公表してある「利用目的」の範囲

　（1)患者(利用者)様の健康維持と回復等の直接的な利益のため
　（2)事業所の事務あるいは経営上必要のため
　（3)医療、介護の向上への寄与のため
　（4)医療生協・事業所のご案内
3 使用条件

1）個人情報の提供は利用目的の範囲内とし、サービス提供に関わる目的以外には使用しな
いこと。また、サービス利用に関わる契約の締結前からサービス終了後においても、第
三者に漏らさないこと。

2）個人情報を使用した会議の内容などについてその経過を記録し、請求があれば開示すること。
私は、指定訪問・指定介護予防訪問看護サービスの提供に際し、上記内容の契約書、重要事項、個人情報使用同意書の説明を行いました。

令和　　年　　月　　日
事業者　住　　所　　香川県善通寺市上吉田町6-8-9
事業所名　　訪問看護ステーションほがらか
事業者名　　香川医療生活協同組合

代表者名　　理事長　　北原　孝夫 　　　 　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　
訪問看護ステーションほがらか　職名　　　　　　　　　　
説明担当者　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
私は、指定訪問・指定介護予防訪問看護サービスの提供に際し、上記内容の上記内容の契約書、重要事項、個人情報使用同意書の説明を受け同意しました。
利　用　者　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
家　　　族　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
契約者との関係　　　　　　　　　
上記の契約を証するため、本書2通を作成し、契約者、事業者が記名捺印のうえ、各1通を保有するものとします。
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